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【Ｑ１ 利用量・搬出先調査について】 

Ｑ１－１ 利用量・搬出先調査の対象となる工事は？ 

Ａ.①公共工事、民間公益企業発注工事については、令和６年度に完成した工

事のうち、建設資材の利用、建設副産物の発生・搬出の量の大小及び有

無にかかわらず、最終工事契約金額が 100 万円（税込）以上のすべての

工事を対象としています。 

②民間公益以外の民間企業（個人含む）が発注する工事（いわゆる「民間

工事」）については、令和６年度に完成した工事のうち、「資源の有効

な利用の促進に関する法律」（以下、「資源有効利用促進法」という。）

で定められた一定規模以上の工事が対象です。ただし、2）令和６年９月

完成工事については、建設資材の利用、建設副産物の発生・搬出の量の

大小及び有無にかかわらず、請負金額が 100 万円（税込）以上のすべて

の工事を対象としています。 

 
表１ 資源有効利用促進法に定められた一定規模以上の工事 

再生資源利用計画書（実施書） 再生資源利用促進計画書（実施書） 

次のいずれか１つでも満たす建設資材を 
搬入する建設工事 
 １．土砂・・・・・・・・・・500m3以上 
 ２．砕石・・・・・・・・・・・500ｔ以上 
  ３．加熱アスファルト混合物・・200ｔ以上 

次のいずれ１つでも満たす指定副産物を 
搬出する建設工事 
 １．土砂・・・・・・・・・・500m3以上 
 ２．コンクリート塊、 
      アスファルト・ 
        コンクリート塊   合計  
    建設発生木材          200ｔ以上 

※建設資材（生コンクリート、木製資材）及び建設廃棄物（建設汚泥、金属くず、紙くず、廃プラスチ

ック類、廃塩化ビニル管・継手、廃石膏ボード、その他の分別された廃棄物、建設混合廃棄物）は、

資源有効利用促進法で定められている品目ではありませんが、調査対象となる工事の中でこれらの品

目が利用又は発生する場合には、あわせてご回答ください。 
 

Ｑ１－２ 公共工事、民間公益企業発注工事については、令和６年度に完成し

たもののうち、「建設資材の利用、建設副産物の発生・搬出の量の大小及び

有無にかかわらず」、ということですが、調査品目に該当がない工事（調査

票への記入数量がない工事）は、対象工事から除外してよいでしょうか。

また、機械設置工事で廃棄物を一切場外へ搬出しない工事も対象でしょう

か？ 

Ａ．調査品目に該当しない工事でも集計に必要ですので、工事概要のみ記入し

て提出願います（全体量を推計するのに必要なため※）。 

  廃棄物の搬出がない工事でも調査対象となるため、工事概要のみ記入し

てください。 

 (※）本調査で回収したデータをもとに、建設副産物の搬出量などを推計します。全体

量の推計は、回収したデータから原単位（単位当たりの排出量など）を求め、それに

母集団（工事全体の量）を乗じて算出しています。工事全体を示す母集団が、建設副

産物の搬出等の有無に分割することができないため、建設副産物等が発生しない工事
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も回収しています。 

 

Ｑ１－３ 令和５年１月１日以前に契約した工事の一定規模とは、資源有効利

用促進法改正前の土砂 1,000m3 以上を適用するのか。 

Ａ.再生資源利用促進計画の作成対象工事については、令和５年１月１日以前

に契約した工事は、改正前の規模（土砂 1,000m3）が適用されますが、本調

査の対象はＱ１－１の表１に示した規模（土砂 500m3 以上）の工事が対象と

なります。 

 

Ｑ１－４ 民間工事の場合、Ｑ１－１の表１に示された一定規模工事に該当し

ないが、表１以外の建設資材※１を搬入する場合又は、表１以外の建設副産

物※２を搬出する場合、利用量・搬出先調査の対象となる工事の規模要件

は？ 

※１：コンクリート、木材 

※２：その他がれき類、金属くず、廃塩化ビニル管・継手、廃プラスチック（廃塩化ビ

ニル管・継手を除く）、廃石膏ボード、紙くず、その他の分別された廃棄物 

Ａ.これらの建設資材又は建設副産物の規模要件はありません。表１に示した

要件を満たす工事を記入してください。 

 

Ｑ１－５ 民間工事で対象となる工事がない場合、回答はどのようにすればよ

いか。 

Ａ.対象となる工事がない場合（令和６年度完成工事で表１に示す規模以上の

工事、令和６年９月完成工事で１００万円以上の工事以外）は、調査票を提

出する必要はありません。 
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Ｑ１－６ 複数年にまたがる国債工事等の取扱いについて 

Ａ．国債工事等については、下図を基本として工事額・資材量等を記入するよ

うにしてください。 

なお、複数年にまたがる工事の場合、コブリス、建設リサイクル報告様式

ではなく、調査票の作成をお願いいたします。 

 

債務負担工事以外の工事について

①2024年度 単年度

対 象
2023年度 2024年度 2025年度

調査該当年度

工事額 ：工事全体対象
資材量等：工事全体対象

着工 完成

②複数年度工事（2023年度以前に着工し、繰越し等により2024年度に完成した工事）

対 象
2023年度 2024年度 2025年度

工事額 ：工事全体対象
資材量等：工事全体対象

着工 完成

③複数年度工事（2024年度に着工し、繰越し等により2025年度以降に完成する工事）

対象外

2023年度 2024年度 2025年度

工事額 ：工事全体対象外
資材量等：工事全体対象外

着工 完成

凡 例

調査対象部分
調査対象外部分
工期

①2023年度 ゼロ国債などの債務負担工事

対 象
2023年度 2024年度 2025年度

工事額 ：工事全体対象
資材量等：工事全体対象

着工 完成

債務負担工事について

②2023～2024年度 債務負担工事

分割対象
2023年度 2024年度 2025年度

工事額 ：2024年度分割対象
資材量等：2024年度分割対象

着工 完成

③2023～2025年度 債務負担工事

分割対象
2023年度 2024年度 2025年度

工事額 ：2024年度分割対象
資材量等：2024年度分割対象

着工 完成
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Ｑ１－７ 民間公益・民間工事で国債工事等ではないが、複数年契約の工事で

「債務負担工事以外の工事について」の「②Ｒ５年度以前に着工し、繰越

し等のＲ６年度に完成した工事」と解釈出来る場合は、分割しなくても良

いのか？ 

Ａ．国債工事の場合、毎年度毎に部分的な出来高に対して支払を行うため、既

済検査により副産物の実態も把握できることから分割をお願いするもので

す。したがって②の場合は工期全体でしか実態を把握していないと想定さ

れるので、分割は不要です。 

 

Ｑ１－８ 施主から建築又は解体工事を元請した会社が各工種（上水・下水配

管、壁、機械設備、電気設備等）を異なる下請業者に発注した場合、それ

ぞれの工種ごとに調査票を作成するのか？ 

Ａ．利用量・搬出先調査は、施主から工事を請けた元請業者が記載します。各

工種を下請業者に発注した場合、工事の元請業者が下請業者から資料を入

手してとりまとめた調査票を提出してください。 

 

Ｑ１－９ 記入にあたって、マニフェスト（産業廃棄物管理票）を参考としてよ

いか。 

Ａ．搬出先調査の搬出量等はマニフェストを参考に記入できます。
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【Ｑ２ 電算システムについて】 

Ｑ２－１ 「建設副産物情報交換システム－ＣＯＢＲＩＳ－」って何ですか？ 

Ａ．「建設副産物情報交換システム（ＣＯＢＲＩＳ：コブリス）」は、工事発

注者、排出事業者及び処理業者間の情報交換により、リサイクルの推進を目

的としたＷｅｂシステムです。主な機能は以下のとおりです。 

①建設リサイクル法に基づく帳票の電子化 

②処理施設の検索機能 

③工事情報の検索機能 

 

①建設工事で契約上必要な書類の作成、提出を一元的に行うことができる

機能です。「建設リサイクルガイドライン」や「建設リサイクル法」に基

づく法１１条通知などにおいて作成が義務づけられている、再生資源利用

〔促進〕計画書（実施書）の必要事項の入力及び印刷をすることができま

す。また国土交通省の直轄工事においては、当該機能を用いて再生資源利

用情報の登録をするか、提出ファイルを発注者に提出することが義務づけ

られております。 

②工事現場から発生する建設副産物の搬出先及び工事現場で利用する再生

資材の購入先を検索することができます。検索結果として、施設情報や建

設副産物の処分費、再生資材の販売費、工事現場から施設までの最短経路

や距離、運搬時間が表示されます。当機能は、発注者および工事元請業者

が利用できる機能です。 

③工事元請業者が登録した工事データを検索する機能です。検索結果とし

て、①の機能で登録した工事データ等が表示されます。なお、発注者につ

いては全ての情報項目が表示されますが、工事元請業者と処理業者につき

ましては、工事概要（発注機関名、工事名、工期等）しか表示されません。

当機能は、主に発注者が自機関発注の工事データを確認するために利用し

ます。 
 ※ＣＯＢＲＩＳ：コブリス 

Construction Byproducts Resource Information interchange System の略 

 

Ｑ２－２ ＣＯＢＲＩＳを利用するには？ 

Ａ．ＣＯＢＲＩＳを利用するには、ＣＯＢＲＩＳを運営している（一財）日本

建設情報総合センター（ＪＡＣＩＣ）に利用の申し込みを行い、ＣＯＢＲＩ

Ｓに加入してください。 

 

Ｑ２－３ ＣＯＢＲＩＳと２０２４年度建設副産物実態調査入力シート（以下、

「２０２４実態調査入力シート」という。）の利用方法の違いは？ 

Ａ．ＣＯＢＲＩＳはインターネットを利用したシステムです。登録した工事デ

ータは全てＪＡＣＩＣ内にあるサーバで一元的に管理され、建設副産物実



6 
 

態調査に活用されます。ＣＯＢＲＩＳのご利用にあたっては、インターネッ

トを閲覧するための環境が必要となります。 

一方、２０２４実態調査入力シートは、国土交通省ホームページからダウ

ンロードしたＥｘｃｅｌファイルを利用するものです。１工事につき１ファ

イルになります。詳しくは、国土交通省ホームページに記載の各地方のお問

い合わせ先まで御連絡ください。 

 

Ｑ２－４ ＣＯＢＲＩＳと建設リサイクル報告様式の違いは？ 

Ａ．ＣＯＢＲＩＳはインターネットを利用したシステムです。登録した工事デ

ータは全てＪＡＣＩＣ内にあるサーバで一元的に管理され、建設副産物実

態調査に活用されます。ＣＯＢＲＩＳのご利用にあたっては、インターネッ

トを閲覧するための環境が必要となります。 

一方、建設リサイクル報告様式は、国土交通省ホームページからダウンロ

ードしたＥｘｃｅｌファイルを利用するものです。１工事につき１ファイル

になります。詳しくは、国土交通省ホームページに記載の各地方のお問い合

わせ先まで御連絡ください。 

 

Ｑ２－５ ＣＯＢＲＩＳで登録した工事は、別途、提出用ファイルを CD-R 等で

提出する必要がありますか？ 

Ａ．ＣＯＢＲＩＳで登録した工事データは、ＪＡＣＩＣのサーバで一元的に管

理されているため、「提出用ファイル」（電子ファイル）を提出する必要は

ありません。 

 

Ｑ２－６ ＣＯＢＲＩＳで登録する場合、元請は特別な作業を伴わないという

ことでよいか？ 

Ａ．認識のとおりです。 

 

Ｑ２－７ 「２０２４実態調査入力シート」はどこで入手できますか？ 

Ａ．２０２４実態調査入力シートは、以下の国土交通省ホームページにてダウ

ンロード可能です。 

国土交通省ホームページ＞政策・仕事＞総合政策＞リサイクル＞建設副産物実

態調査＞実態調査体系

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d02status/d0201/page_

020102researchbody.htm 

 

Ｑ２－８ 「２０２４実態調査入力シート」というＥｘｃｅｌファイルがある

と聞いたのですが、これまでのＣＯＢＲＩＳや建設リサイクル報告と何が

違って、どれを使えばいいのか分かりません。 

Ａ．２０２４実態調査入力シートは、Ｒ６年度建設副産物実態調査の利用量・

搬出量調査への回答に特化した電子入力用ファイルです。 
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既にＣＯＢＲＩＳを業務で使用されている元請業者は、改めて２０２４実

態調査入力シートに切り替える必要はありません。 

また、建設リサイクル報告様式（Excel 版）で「再生資源利用（促進）実

施書」（以下、「実施書」という。）を作成した場合も、「２０２４実態調

査入力シート」で改めて作成・提出する必要はありません。 

公共工事、民間公益工事は広くＣＯＢＲＩＳが活用されていると考えられ

るため、２０２４実態調査入力シートは、主に民間工事の元請業者が使用す

ることを想定しております。 

なお、前回に比べてもＰＣが広く普及していること、簡易に入力できるシ

ステムを配布することから、紙帳票ではなく原則電子データでの提出をお願

いします。 
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Ｑ２－９ ＣＯＢＲＩＳ及び２０２４実態調査入力シート、建設リサイクル報

告様式の入力方法やシステムの問合せ先はどこですか？ 

Ａ．問い合わせ先（ＣＯＢＲＩＳ） 

（一財）日本建設情報総合センター 

       建設副産物情報センター 

   http://www.recycle.jacic.or.jp 

     ＴＥＬ ：０３－６２６１－４３２４ 

     メール ：recycle@jacic.or.jp 

     受付時間： 

ＴＥＬ受付時間 ９：３０～１７：３０（土日、祝祭日を除く） 

メール受付時間 ２４時間（回答は上記ＴＥＬ受付時間内） 

Ｂ．入手方法（２０２４実態調査入力シート） 

国土交通省のホームページからダウンロード 

国土交通省ホームページ＞政策・仕事＞総合政策＞リサイクル＞建設副産

物実態調査＞実態調査体系 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d02status/d0201/page_

020102researchbody.htm 

 ※様式や記入方法に関する問い合わせは連絡協議会が設置している問い

合わせ窓口で対応 

Ｃ．入手方法（建設リサイクル報告様式） 

国土交通省ホームページ＞政策・仕事＞総合政策＞リサイクル＞建

設リサイクル推進施策 情報交換システム＞建設リサイクル報告様

式 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d03project/d030

6/page_03060101credas1top.htm  

 ※様式や記入方法に関する問い合わせは連絡協議会が設置している問い

合わせ窓口で対応 

 

Ｑ２－１０ 施設調査用の電子入力システムはありますか？ 

Ａ．施設調査用の電子入力システム(Excel)は、国土交通省のホームページに

アップしています。 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d02status/d0201/page_

020102researchbody.htm 
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【Ｑ３ 調査票記入方法について】 

●工事概要 

Ｑ３－１ 発注機関の組織が年度中に変更（廃止、統合等）した場合はどのコー

ドを選択すればいいのか？ 

Ａ．発注機関コードは、令和５年４月１日現在で作成しています。令和６年度

中に発注機関が変更（廃止、統合等）した場合には、旧発注機関コードで対

応してください。 

 
Ｑ３－２ 「工事施工場所住所」を記入するにあたって、施工範囲が複数の市町

村にまたがる場合は、どの市町村コードを記入すればいいのでしょうか？ 

Ａ．工事量が一番多い（例えば、延長距離が長い、延床面積が広い）市町村コ

ードを記入してください。 

 

Ｑ３－３ 建築物等の一部を解体もしくは、改修をする場合、建築面積、延床面

積は何を記入すればいいのでしょうか？ 

Ａ．建築面積、延床面積は、解体もしくは改修する部分の面積を記載してくだ

さい。 

 

Ｑ３－４ 情報ＢＯＸ設置等の通信関係設備の工事種類は、どれを選択すれば

いいですか？ 

Ａ．例えば、情報ＢＯＸを道路に設置する場合は、道路工事「Ｂ-９ その他」

を、選択してください。 

 

Ｑ３－５ 国債工事はＲ６工事のみ分割対象となるが、工期はＲ７．３．３１な

のか？それとも実際の工事が完了するまでか？ 

Ａ．Ｒ７．３．３１と記入願います。その上で工事件名の前に（実態調査用）

と分かるように記載してください。 

 

 

●利用量調査 

Ｑ３－７ コンクリートなどの建設資材の利用量を「トン」ではなく「ｍ３」で

記入したいのですが？ 

Ａ．単位については、設定された単位に換算して数量を記入してください。換

算にあたっては、各現場の個々の実態に基づいて換算してください。実態に

基づく換算値がない場合は、調査票記入要領に掲載している換算表を参考

にして換算しても構いません。 
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表．＜参考＞重量換算係数 

 

 

荷積み状態での換算値 実体積による換算値 産業廃棄物 

（環境省）※注２ 建廃ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ値
※

注１ 

参考値 参考値 

建設汚泥 1.2～1.6 1.4 1.4 1.10 

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 （建設廃材 

 1.6～1.8） 

1.8 2.35（無筋） 1.48 

 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 1.8  2.35 

建設発生木材 0.4～0.7 0.5 － 0.55 

建設混合廃棄物 － － 0.24～0.30※注３ 0.26 

砕石 － － 2.0※注４ － 

廃プラスチック － － 1.1 0.35 

廃塩化ビニル管・

継手 

－ 

 

200※注５(kg/m3) 

（管・ﾊﾟｲﾌﾟ） 

－ 

 

－ 

 

廃石膏ボード － 0.65～0.8※注６ － － 

紙くず － － 0.5 0.30 

アスベスト － － 0.9 0.30 

 注１）建廃ガイドライン値；『「建設廃棄物処理ガイドライン」厚生省生活衛生局水道環境部産業廃棄物対策室監

修』による値 

 注２）産業廃棄物（環境省）：『産業廃棄物管理票に関する報告書及び電子マニフェストの普及について』（環産

廃発第 061227006 号）の別添２に示された換算係数。ただし、建設廃棄物に限定するものではないため、

注意が必要。 

 注３）建設混合廃棄物は（社）建設業協会及び（公社）全国産業廃棄物連合会の混合廃棄物組成分析調査結果によ

る。 

 注４）盛土状態での換算値。『「道路橋示方書・同解説」（社）日本道路協会』等による値。 

 注５）塩化ビニル管・継手協会のリサイクル協力会社における値。 

 注６）（社）石膏ボード工業会『石膏ボードハンドブック』による値。 

 

 

Ｑ３－９ 木製のコンクリート型材等の仮設材は、調査対象に含まれるのでし

ょうか？ 

Ａ． 仮設材が調査対象に含まれるかどうかの場合分けは次のとおりです。 

 

条件 調査対象の有無 

仮設材が当該工事から廃棄される

場合 

○調査対象 

仮設材が当該工事から廃棄されず、

他工事で利用されたり、リース材と

して戻される場合 

×調査対象外 
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●搬出先調査 

Ｑ３－１０ 新材と再生資材の定義は何か？例えば、再生生コンとあるが、一

部でも再生材を使用していれば全数が再生資材の扱いになるのでしょう

か？ 

Ａ．再生材の使用量は一部でも再生材が含まれている場合は、割合に関係なく

再生資材として記載してください。 

  新材と再生材が混合されている再生資材の再生資材利用量は、新材と再

生材の合計量を記入してください。 

 

Ｑ３－１１ 再生資材に記載する内容については、特記仕様書で再生資材の利

用を指定されたものに限定するのでしょうか、それとも全ての再生資材に

ついて記載するのでしょうか？ 

Ａ．再生資材利用の記載は、特記仕様書の指定の有無にかかわらず、実際に使

用した実績値を記入してください。 

 

Ｑ３－１２ 原木の木材チップと廃木材のチップを混合させて製作しているパ

ーティクルボードは、再生資材となるのか？ 

Ａ．再生資材として記入してください。 

 

Ｑ３－１３ 現場内利用を行ったものについては、現場内利用量にカウントし、

場外搬出量にはカウントしないということでよいですか？ 

Ａ．ご認識のとおりで、現場内利用を行った場合、現場内利用量にカウントしま

すが、場外搬出量にはカウントしません。 

 

Ｑ３－１４ 第１種建設発生土、第２種建設発生土などの土質区分がよく分か

りません。 

Ａ．調査票記入要領に添付しています「土質区分表」を見て判断してください。

なお、この「土質区分表」は、「発生土利用基準について」（平成１８年８

月１０日 国官技第１１２号、国官総第３０９号、国営計第５９号）に準拠

しています。 

 

Ｑ３－１５ 建設発生土をセメント工場へ持ち込みマテリアルリサイクルの原

料として活用する場合は、どのコードになるのか？ 

Ａ．売却でなければ、土質改良プラントとしてください。 

 

Ｑ３－１６ 建設廃棄物を中間処理施設へ搬出したが、その後、最終処分され

たのか再資源化されたのかが不明です。搬出先種類は、どれを選択すれば

いいのでしょうか？ 

Ａ．搬出した中間処理施設で、最終処分場へ持ち込む前に減容するため単純焼



12 
 

却処理している場合は「単純焼却」、発電設備を有する施設への搬出であれ

ば「サーマルリサイクル」（発電目的のチップ化施設であっても発電設備を

有しないものは除く）、アスファルト・コンクリート塊を処理する合材プラ

ントであれば「再資源化施設（合材プラント）」、それ以外の処理（たとえ

ば、コンクリート塊の破砕・選別施設、建設発生木材のチップ化施設、建設

汚泥の脱水施設、建設混合廃棄物の選別施設など）を行っている場合は、「再

資源化施設（合材プラント以外）」を選択してください。 

 

Ｑ３－１７ 建設発生木材を搬出する場合、単純焼却かサーマルリサイクルの

判断は受注者が行えばよいのか？ 

Ａ．受注者の判断で記載願います。 

 

Ｑ３－１８ 現場内で、アスファルトの付着した砕石を再生砕石として再生す

る際に発生するグリズリアンダー材を盛土材として使用する場合等、アス

コン塊をアスファルト合材以外の用途で再生利用する場合はどのように記

入すればよいのか？ 

Ａ．現場で処理した場合はアスコン塊を現場内利用したものとして「建設副産

物発生・搬出」記入願います。さらに、「建設資材利用」の「砕石のその他」

を再生資源利用として記載願います。 

それ以外の場合は何らかの中間処理を施していると考えられるので、搬出先

種類を中間処理施設としてください。 

 

Ｑ３－１９ アスベスト含有建材はどのように記入すればよいのか？ 

Ａ．飛散性が高い石綿含有吹付け材（レベル１）、石綿含有耐火被覆材（レベ

ル２）の特別管理廃棄物は、「その他分別された廃棄物」に記入してくださ

い。 

 （ＣＯＢＲＩＳや建設リサイクル報告様式利用の場合は「アスベスト（飛散

性）」に記入してください。） 

石綿含有形成板、ビニル床タイルやスレートなどの非飛散性石綿含有建材

（レベル３）は、「その他の分別された廃棄物」に記入してください。 

 

 

Ｑ３－２０ 中間処理施設搬出後に最終的に減量化や最終処分される量を把握

すべきか？ 

Ａ．中間処理施設の実態は施設調査で把握するため、利用量・搬出量調査では

調査不要です。 

 

Ｑ３－２１ 運搬距離の記入がありますが、実際の運搬距離でしょうか、直線

距離でしょうか？ 

Ａ．実際の運搬距離を記入してください。 
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Ｑ３－２２ 個人情報を記載することもあるかと思いますが、問題はないでし

ょうか？？ 

Ａ． 個人情報に関しては、記載することに問題はありません。しかし、相手

方が拒否等された場合は、強制するものではありません。 
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【Ｑ４ 施設調査について】 

Ｑ４－１ 施設調査の調査対象は？ 

Ａ．建設副産物の処理等を行う施設で、建設発生土利用促進施設、廃棄物処理

法の中間処理施設、最終処分場が調査対象です。なお、中間処理施設及び最

終処分場は、建設系の産業廃棄物を取り扱う施設が調査対象となります。 

 

 

 

 

調査対象施設 想定する施設の概要 

 

 

 

 

廃棄物処理法上の 

許可対象品目 

建設発 

生土利 

用促進 

施設 

建設発生土ストックヤード 

土質改良プラント 

建設発生土受入地 

 

 

 

 

建設発生土ストックヤード 

建設発生土土質改良プラント 

建設発生土処分地（最終処分場は

除く） 

中間 

処理 

施設 

建設廃材処理施設 

 

 

がれき類 

 

 

コンクリート、アスファルト殻の

破砕施設、再生アスファルト合材

施設 

建設発生木材 

 

木くず 

 

建設発生木材の破砕施設、焼却施

設 

建設汚泥処理施設注） 

 

汚泥 

 

建設汚泥の脱水、天日乾燥、機械

乾燥、圧縮施設、焼却施設 

建設混合廃棄物処理施設 がれき類、木くず

、廃プラスチック

類、紙くず、ガラ

ス陶磁器くず 等 

建設混合廃棄物の選別施設、破砕

施設、圧縮施設、焼却施設 

 

 

廃塩化ビニル管・継手 

処理施設 

廃プラスチック類 

 

廃塩化ビニル管・継手の選別施設

、破砕施設、焼却施設 

廃プラスチック類処理施設

（廃塩化ビニル管・継手を

除く） 

廃プラスチック類 廃プラスチック類（廃塩化ビニル

管・継手を除く）の選別施設、破

砕施設、焼却施設 

廃石膏ボード処理施設 

 

がれき類 

 

廃石膏ボードの選別施設、破砕施

設、焼却施設 

最終 

処分場 

 

安定型最終処分場 廃棄物処理法施行

令第7条14号ロ 

 

 

アスファルト、コンクリート又は

その他のがれき類、ゴムくず、金

属くず、廃プラスチック類を埋立

処分する施設 

管理型最終処分場 廃棄物処理法施行

令第7条14号ハ 

木くず、汚泥、紙くず、石膏ボー

ドなどを埋立処分する施設 

 注：汚泥処理施設は、建設汚泥を受け入れる施設のみが調査対象です。 
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Ｑ４－２ 施設調査で建設廃棄物の中間処理施設・最終処分場は、廃棄物処理

法の施設許可をもとに調査を行っているが、建設発生土は廃棄物に該当し

ないため、廃棄物処理法の施設許可が不要である。どのようにして、把握・

調査するのか？ 

Ａ．「ストックヤード運営事業者登録制度」への登録事業者は、各地方整備局

建設部に照会します。また、公共土木工事を発注している機関であれば、

個々の発注担当者は情報を持っているはずなので、例えば庁内調査をかけ

るなどして、各都道府県及び政令市で把握出来る範囲で調査願います。 

 

Ｑ４－３ 公共機関、民間公益機関が管理している施設の施設調査はどうする

の？ 

Ａ．ストックヤードなど公共機関や民間公益機関が管理している場合、管理し

ている事務所が施設調査の調査票を記入してください。 

 

Ｑ４－４ 特定工事のための施設や自社専用の施設の場合も施設調査の対象で

すか？ 

Ａ．特定工事のための施設や自社専用の施設の場合は、調査対象外となります

ので、作成しないでください。 

 

Ｑ４－５ 調査票を提出する場合、記載箇所のみの提出でも良いか？ 

Ａ．出し忘れとゼロ回答の区別が付かないため、Excel 電子ファイル一式を提

出してください。 
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【Ｑ５ その他調査全般について】 

Ｑ５－１ 「元請会社に各発注担当者経由で資料一式を配付」する資料の入手

方法は？ 

Ａ．各公共・民間公益機関の発注者により対応は異なりますが、国土交通省の

工事を受注されている場合、調査要領や調査票等は、国土交通省ホームペー

ジより調査資料一式をダウンロードしていただくことになります。現場で

ダウンロード等の対応できない場合は、元請業者の本社か、発注者側の監督

職員にホームページで配布している資料のコピーを依頼してください。 

 

Ｑ５－２ 民間工事調査対象の本社において、「重複データの確認」とあるが具

体的に何の重複を想定しているのか？ 

Ａ．公共事業で発注者を通じて登録したものを民間工事のルートでも登録し

てしまうことを一番危惧しています。その他、既に登録した工事を失念して

おり、もう一度登録してしまうなどを想定しておりますので、本社で取りま

とめた段階で確認願います。 

 

Ｑ５－３ 調査要領には施設調査のチェック方法が掲載されていないが、どの

ようにチェックすればよいか？ 

Ａ．チェックを行う協議会事務局は、説明会資料を元にチェックをお願いしま

す。施設調査の場合、記入者においては、記載漏れや提出漏れなどがないか

など、常識の範疇のチェックをお願いします。 

 

Ｑ５－４ ２０２４年度建設副産物実態調査の主要目的は？ 

Ａ．建設副産物の排出状況や再資源化状況等の全国的な実態を把握すること

を目的として実施するもので、調査結果は、「建設リサイクル推進計画 2020

～「質」を重視するリサイクルへ～」の目標達成状況の把握、及び「次期建

設リサイクル推進計画」等の建設リサイクルに関する諸施策の策定に活用

することとしています。 

 

Ｑ５－５ 国土交通省が令和２年９月に策定した「建設リサイクル推進計画２

０２０」について、計画の点検及び計画の見直しの時期は？ 

Ａ．「建設リサイクル推進計画２０２０２０」の点検や新たな「建設リサイク

ル推進計画」の検討については、実態調査結果の公表後以降に計画の点検や

見直しを行っていく予定です。 

 

 

Ｑ５－６ ２０２４年度建設副産物実態調査と前回調査の主な変更点は？ 

Ａ．主な変更点は、以下のとおりです。 

【利用量・搬出先調査】 
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・建設発生土搬出先種類の選択肢を再編。 

・建設資材「土砂」及び建設副産物「建設発生土」を土質別に分割 

・「土砂」以外の建設資材について、再生資材の供給元情報（住所、供給元

種類コード）を追加 

・建設副産物「建設発生土」の「施工条件」（指定利用等）を追加 

【施設調査】 

・建設汚泥処理土の出荷量・出荷先調査票を廃止。 

・廃プラスチック類の調査票を追加 

・処理後の出荷量を、生産量・出荷量に分割。 

 

 


